
 

令和５年度大垣市地域公共交通会議第５回会議次第 

  

        と き 令和6年3月19日（火）  

 

 

１ 議  題 

議第1号 令和6年度事業計画（案）について ···············································   P. 1 

 

 議第2号 令和6年度収支予算（案）について ···············································   P. 3 

  

 ・令和6年度は、本交通会議において、次期計画の策定に伴う調査事業等を実施すると 

  ともに、計画策定に係る協議を行います。 

 ・つきましては、交通会議の進め方や調査事業の内容等について、委員の皆様からのご 

  意見をいただきますようお願い申し上げます。 

空白 



 

空白 



1 

議第１号 

令和６年度大垣市地域公共交通会議事業計画（案）について 

 

１ 目 的 

道路運送法、道路運送法施行規則及び地域公共交通の活性化及び再生に関する法律に

基づく交通会議として、地域における需要に応じた住民の生活に必要なバス等の旅客輸

送の確保その他旅客の利便の増進を図り、地域の実情に即した輸送サービスの実現に必

要となる事項並びに地域公共交通計画の作成及び実施に必要となる事項を協議します。 

 

２ 事業内容 

⑴ 交通会議の運営 

① 交 通 会 議  5回（内、書面開催:1回） 

と き 内 容 

令和6年 

 5月21日（火）13:30～ 

 大垣市役所 

 

第1回会議 

【議題】住民アンケート調査の実施 

 8月下旬 

  

第2回会議 

【議題】住民アンケート調査結果（速報版） 

    大垣市地域公共交通計画（基本方針） 

 11月下旬 第3回会議 

【議題】大垣市地域公共交通計画（素案） 

令和7年 

 1月中旬 

 

第4回会議（書面決議） 

【議題】地域公共交通確保維持改善に関する自己評価 

    （国補助） 

 2月下旬 第5回会議 

【報告】パブリック・コメントの実施結果 

【議題】大垣市地域公共交通計画（案） 

 3月下旬 計画策定・公表、国への送付 

 

② 幹 事 会  必要に応じて開催 

③ 運賃協議会  必要に応じて開催 
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⑵ 主な協議内容等 

① 市の公共交通政策の推進に関すること 

 

② 具体的なバス路線等の運行計画（運行ルートの変更やバス停新設）に関すること 

 

③ 地域公共交通計画の策定、変更及び評価に関すること 

1) 「大垣市地域公共交通網形成計画（令和2年度～令和6年度）」の最終評価 

2) 「大垣市地域公共交通計画（令和7年度～令和11年度）」の策定 

 

④ 大垣市地域公共交通計画策定に係る調査事業に関すること 

    令和2年10月に策定した「大垣市地域公共交通網形成計画」の事業期間が令和6年 

   度で満了することから、本交通会議において、国庫補助金を活用し、次期計画の策 

   定に向けた調査事業等を実施する。 

項 目 内 容 

「大垣市地域公共 

交通網形成計画（令

和2年度～令和6年

度）」の最終評価等 

・計画期間内の個別事業の進捗状況の整理・分析、最終目標値 

 による評価 

・次期計画に向けて事業の見直し・改善の検討 

移動実態の把握 

・国勢調査の調査結果や交通系ICカード等の移動データの把 

 握・分析 

・主要施設バス停でのヒアリング調査の実施 

・交通事業者、社会福祉協議会、観光協会、高校等へのヒアリ 

 ング調査の実施 

・企業等へのアンケート調査の実施 

ニーズの把握 

・住民アンケート調査 

・地域懇談会の開催 

・パブリック・コメントの実施 

課題等の整理・対応

方針・方向性の検討 

・課題整理及び対応方針の検討 

・利用意向や費用対効果等に基づくバス路線の見直しなどの 

 移動サービスの検討 

・住民及び外国人を含めた来訪者等に対する情報発信等の可 

 能性の検討 
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議第２号 

令和６年度大垣市地域公共交通会議収支予算（案）について 

 

１ 歳入の部 

（単位：千円） 

目 予算額 摘 要 

負担金 14,000 大垣市負担金 

補助金 500 国庫補助金（地域公共交通確保維持費補助金） 

諸収入 －  

合 計 14,500  

 

２ 歳出の部 

（単位：千円） 

目 予算額 摘 要 

運営費 －  

事業費 14,500 計画策定に係る調査事業 

予備費 －  

合 計 14,500  

 注：科目間流用は、会長において行うことができる。 

 


